
１　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成24年4月1日現在の人数です。

(3)特記事項

(4)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた
　　　　　　め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給
　　　　　　表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

　　　　　　したものです。　　

　　　　　３ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が

（給与減額の状況）

国の要請等を踏まえた減額
措置の取組

実施せず

地方公務員の給与は、各自治体が自主的に決定すべきもので、当市は、これまでも独自
に行政改革を行っておりまして、平成１３年度から１０年間で16.6％もの人員削減を行うと
ともに、平成１５年度から平成２４年度の１０年間で合計5.81ポイントの給与削減を行い、給
与の適正化に取り組んできました。このような現状を踏まえ、要請に応じるための減額措
置を実施しませんでした。

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

6,458

千円千円

6,331

　　　　　　無いとした場合の値です。

千円

551,561

一人当たり給与費

(参考）一人当たり

給与費 B/A期末・勤勉手当

千円

人件費 人件費率 （参考）

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　　　％　　　　　千円 　　　　　　％人　

　　　　　　Ａ（24年度末） 23年度の人件費率

　　　　　　　千円

職員数

59,055

区　　分 実質収支歳 出 額住民基本台帳人口

　　　　　千円

区　　分

16.422,340,134 739,573 3,674,384 17.5

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）平成23年平均

24年度

　　計　　Ｂ

1,379,984 391,845

千円千円

2,323,390

福生市の給与・定員管理等について

人

　　　　　　Ａ

367

24年度

職員手当給　 料
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（H20.4.1） 

（H20.4.1） 

（H20.4.1） 

(H25.4.1) 

※参考値 

(H25.4.1) 

※参考値 （H25.4.1) 

※参考値 

(H25.7.1) 

(H25.4.1) 

(H25.4.1) （H25.4.1) 

(H25.7.1) 

(H25.7.1) 
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２５年４月１日現在）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

円 円

歳 円 円 円

　　　　②　技能労務職

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２２年から２４年までの
　 ３か年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも
　 のではありません。
※　職員数の少ない職種の平均年齢、平均給料月額等は個人情報にあたるため、非公開とします。
※　年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員において
　は前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（注）１　「平均給料月額」とは、２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等
　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
　　　　　3　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、給与改定特例措置法による
　　　　　　措置がないとした場合の値（減額前）です。

(2)職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２５年４月１日現在）

区　　　　　分

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）　対象者が少ない場合は近似値を記載しています。

246,350

－

432,120

403,683

－

経験年数３０年

407,017

384,200

334,640

361,425

332,000

－

経験年数２０年 経験年数２５年

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

280,475

―

― ― ― ―

（286,850）
272,119円

― ― ―

―

調理師 40.2歳 286,000円 1.49

――

418,780円

406,213円 351,300円

―
（325,400）
309,534円

350,999円 336,134円

うち学校給食員

東京都

類似団体

国

49.8歳

48.8歳

47.4歳

49.9歳

49.3歳

参考

― ―

（Ａ）／（Ｂ）
平均給与
月額（Ｂ）

区　　分

福生市 22人 424,927円 414,245円

36人

民　　　間

342,400円

302,576円

―

平均給与
月額

（国ベース）

公　務　員

343,300円

職員数

315,491円

福生市 ― ― ―

年収ベース（試算値）の比較

大　学　卒
一般行政職

181,200 181,200

平均給与
月額（Ａ）

平均給料
月額

―

平均
年齢

―

（国ベース）

平均給与月額

406,474329,002

430,748

359,832

公務員（Ｃ）

うち学校給食員

3,272人

東　京　都

137,200 137,200

142,700

国

163,987（172,200）

133,418（140,100）

福　生　市

142,700

類似団体 42.8

346,257

民間（Ｄ） （Ｃ）／（Ｄ）

参　　　　考

325,045

平均
年齢

区　　分

対応する
民間の

類似職種

388,435

技能労務職

高　校　卒

経験年数１０年

区　　　　　分

高　校　卒

307,220

平均給与月額

6,626,891円 3,750,800円 1.77

10人

1,619人

427,000円

東京都 41.9

332,500

平均年齢 平均給料月額

458,619

42.1福生市 404,553

区　　分

技能労務職

一般行政職

国 43.1 歳 ―
(332,446) (405,463)

130,656（137,200）
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２５年４月１日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

（注）１　福生市の一般職の職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表（一）の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注）平成19年4月1日に8級制から7級制に変更（旧給料表の1級及び2級を統合し新たな1級を設置）し、

　　平成21年4月1日に7級制から6級制に変更（旧給料表の1級及び2級を統合し新たな1級を設置）しています。

(2)昇給への勤務成績の反映状況

１　勤務成績の評定の実施状況

２　昇給への勤務成績の反映状況

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
給料月額 給料月額
１号給の 最高号給の

201,100 369,300

138,300 336,600

258,600

224,900

部　長

18.8

22.3

29.4

481,000 534,000

287,800 461,400

429,500

411,900
係　長

主　任

主　事

11

37

43

58

69

3.6

12.0

13.9

課　長

３　　級

５　　級

　職員の一人ひとりの職務遂行能力、仕事の成果、仕事に対する取組状況等を把握し、一定の基準と手続きに
基づき人事考課制度を実施しています。
　目標設定及び取組状況については、個人職務目標申告書をもとに、幹部職員が面接指導を行い職員の育成に
役立てています。
　評価結果については、職員の任用・給与制度、配置管理、人材育成等に積極的に活用していきます。

　全職員に対し、業績・能力・意欲評価の結果に基づき昇給区分（３号昇給～６号昇給（前年度末55 歳以上
の職員については（昇給なし～３号昇給））を決定しています。

２　　級

４　　級 課長補佐

91

６　　級

１　　級

１級 

29.4% 
１級 

28.0% １級 

1.6% 

２級 

22.3% 

２級 

26.0% 

２級 

21.3% 

３級 

18.8% 

３級 

16.4% 

３級 

18.8% 

４級 

13.9% 
４級 

13.8% 

４級 

26.8% 

５級 

12.0% 
５級 

12.2% 

５級 

16.6% 

６級 

3.6% 

６級 

3.6% 
６級 

11.1% 

７級 

3.8% 

0%
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平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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４　職員の手当の状況

(1)期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（24年度）

千円　 千円　

（24年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（1.42） 月分 （0.65） 月分 （1.45） 月分 （0.65） 月分 （1.45） 月分 （0.65） 月分

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

　・職務段階別役職加算　３％～20％ 　・職務段階別加算　３％～20％ 　・役職加算　５％～20％

　・管理職加算　15％～25％ 　・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　　　　　　 実施していない

(2)退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年

勤続２５年 月分

勤続３５年

最高限度額

１人当たり平均支給額　　　　 千円

その他の加算措置

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額です。

　　　２　退職手当の支給率について、（　）内は経過措置期間中（平成２５年４月１日時点）の支給率です。

(3)地域手当（２５年４月１日現在）

支給実績（24年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 千円

％ 人 ％

(4)特殊勤務手当（２５年４月１日現在）

な　し

(5)時間外勤務手当

支給実績（２４年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 千円

支給実績（２３年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） 千円

（注）　休日給を含みます。

(6)その他の手当（２５年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（54.46）

29.140

（32.83）

26,442

23.50

（30.16）

31.50

（39.50）

45.00

（54.46）

自己都合

－

月分

月分

月分

月分

定年前早期退職特例措置（２％～２０％）

月分

月分

月分

月分

20.445

月分

月分

25.55625

59.20

41.325

（28.7875）

34.5825

（38.955）

49.59

千円

（23.03）

49.59

（55.86）（55.86）

10,803 －

（46.55）

49.590

（55.86）

国

勧奨・定年

月分

45.00

（54.46）

月分

月分

月分

月分

自己都合

23.50

（24.00）

31.05

（32.16）

66,192

１人当たり平均支給額（24年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.35

東　　　　　京　　　　　都

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.35

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1,617

（24年度決算）

－

福　　　　　生　　　　　市 国

2.57

支給対象地域 支給率

1.35 2.60

1,503

218,382

595,046

国の制度（支給率）支給対象職員数

福生市

390

（48.16）

45.00

全地域 15.0 15.0

①交通機関・・・６ヶ月定期額（限度額なし）
②交通用具・・・通勤距離に応じて支給

住居手当

・世帯主、世帯主に準ずる者のうち、満３４
歳に達する日以後の最初の３月３１日まで
の間にあるもので、自ら居住するため住宅
を借り受け、月額15,000円以上の家賃（使
用料を含む。）を支払っているもの
・・・・15，０００円
・その他の者　　　　　　　　・・・・　なし

休日勤務手当 同じ

16,052

勤務１時間当たりの給料等の額に１００分の
135の割合を乗じた額

①６ヶ月定期額（限度額５５，０００
円）
②通勤距離に応じて支給

509

手　当　名

異なる

支給実績

32,001

①１３，０００円
②　６，５００円
③　６，５００円
④　５，０００円

扶養手当

通勤手当

内容及び支給単価

16,810

①配偶者　　　　　　　　　　・・・・１３，５００円
②配偶者以外２人目まで・・・・　６，０００円
③その他　　　　　　　　　　・・・・　６，０００円
④１６～２２歳の子の加算・・・・　４，０００円

207

異なる

異なる

賃貸住宅（限度額）
 　２７，０００円

53,156

支給職員１人当たり
平均支給年額

（24年度決算）

225,359

11,300

68,598

国の制度内容

857,958

75,381

41,182
給料表、職務の級、区分ご
とに定められた額

①部長級職・・・83,000円
②課長級職・・・66,000円

管理職手当

2.60

異なる

勧奨・定年

168

国の制度
との異同
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５　特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

万円

万円

(注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

      勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。また、教育長及び公益法人への派遣を含み、再任用短時間勤務

　　　　職員は除きます。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

858,000

▲ 6

0

副 議 長

737,000

給 料 月 額 等

27

公設公営保育園の民営化による減、公益法人への研修派遣終了によ
る減、権限委譲による業務増、新規の子育て支援施策による業務増、
派遣職員の期間満了による職員配置による増

議 長

115 3

6

普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

小　計

77

副 議 長

副 市 長

議 長 527,000

4.15

議 員

市 長

6

教育部門

総務

7

税務

備　　　　考

土木

27

267

市 長

期
末
手
当

退
職
手
当

副 市 長

報
酬

給
料

副 市 長

議 員

市 長

下水道 6
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公共施設改修事務の実施体制強化による増

▲ 1
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定住化施策等の移管に伴う減
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その他 国民健康保険税税率改定に伴う業務増
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教育長会等の会長市業務の終了による減、学校給食調理員退職に伴
う減
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般
行
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衛生

議会

小　計 31
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都市税務事務協議会幹事長業務に伴う業務増、滞納整理事務の強化

職員数

平成25年

2

対前年
増減数平成24年

（参考）類似団体における最高／最低額
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事務の効率化に伴う減、住民基本台帳法改正に伴う移行事務の終了
による減、定住化施策等推進に伴う業務増、総務部付職員の増

主な増減理由

63.16

▲ 2

1

▲ 3

任期ごと

任期ごと退職日の給料月額×在職年数×１００分の４００ 1372.8
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447,000

　　（24年度支給割合）
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884.4退職日の給料月額×在職年数×１００分の３００

　　（24年度支給割合）

[     0    ］
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(2)年齢別職員構成の状況（２５年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数　
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